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１【中間連結財務諸表等】 
 (1)【中間連結財務諸表】 
  ①【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 ※8  281,655 ※8  287,146 ※8  370,481

コールローン及び買入手形 93,002 7,800 156,882

債券貸借取引支払保証金 55,078 － 10,101

買入金銭債権 161,224 120,593 143,710

特定取引資産 3,447 2,012 1,656

有価証券
※1, ※8, ※14

1,584,871
※1, ※2, ※8, ※14  

1,428,842 
※1, ※8, ※14

1,412,332

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※9  5,809,452
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※9  6,193,551 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※9  6,203,211

外国為替 ※7  4,910 ※7  6,591 ※7  3,941

その他資産 ※8  94,593 ※8  106,450 ※8  97,327

有形固定資産 ※10, ※11  139,789 ※10, ※11  143,012 ※10, ※11  142,271

無形固定資産 10,167 7,783 7,967

繰延税金資産 33,682 84,510 87,764

支払承諾見返 64,584 96,006 84,245

貸倒引当金 △90,080 △116,336 △128,183

資産の部合計 8,246,378 8,367,964 8,593,712

負債の部    

預金 ※8  6,765,010 ※8  6,981,866 ※8  7,017,968

譲渡性預金 350,749 223,571 231,472

コールマネー及び売渡手形 ※8  152,458 142,625 83,575

債券貸借取引受入担保金 ※8  55,196 ※8  24,231 ※8  6,563

特定取引負債 － 1 －

借用金 ※8, ※12  167,000 ※8, ※12  185,335 ※8, ※12  325,095

外国為替 599 741 781

社債 ※13  105,596 ※13  103,895 ※13  100,416

その他負債 85,163 77,825 90,718

退職給付引当金 464 504 473

利息返還損失引当金 1,112 1,079 1,096

睡眠預金払戻損失引当金 2,887 2,537 2,845

その他の偶発損失引当金 167 717 372

再評価に係る繰延税金負債 ※10  32,402 ※10  32,254 ※10  32,270

負ののれん 14 4 9

支払承諾 64,584 96,006 84,245

負債の部合計 7,783,408 7,873,198 7,977,907

─ 35 ─



(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部    

資本金 82,329 82,329 82,329

資本剰余金 60,587 60,587 60,587

利益剰余金 216,675 235,548 374,188

株主資本合計 359,592 378,466 517,105

その他有価証券評価差額金 6,538 23,526 6,905

繰延ヘッジ損益 △1,316 △5,032 △6,269

土地再評価差額金 ※10  46,910 ※10  46,460 ※10  46,717

評価・換算差額等合計 52,132 64,954 47,352

少数株主持分 51,245 51,345 51,347

純資産の部合計 462,969 494,766 615,805

負債及び純資産の部合計 8,246,378 8,367,964 8,593,712

─ 36 ─





























































































２【中間財務諸表等】 
(1)【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 ※8  280,336 ※8  280,863 ※8  364,392

コールローン 93,002 7,800 156,882

債券貸借取引支払保証金 55,078 － 10,101

買入金銭債権 153,019 115,249 133,339

特定取引資産 3,447 2,012 1,656

有価証券
※1, ※8, ※14

1,586,175
※1, ※2, ※8, ※14  

1,441,844 
※1, ※8, ※14

1,425,858

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※9  5,817,485
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※9  6,197,543 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※9  6,211,567

外国為替 ※7  4,910 ※7  6,591 ※7  3,941

その他資産 ※8  87,722 ※8  103,355 ※8  94,033

有形固定資産 ※10, ※11  139,247 ※10, ※11  142,205 ※10, ※11  141,446

無形固定資産 9,826 7,398 7,630

繰延税金資産 30,144 81,121 84,262

支払承諾見返 53,872 51,736 54,740

貸倒引当金 △78,771 △107,421 △119,776

投資損失引当金 － △6,438 △5,819

資産の部合計 8,235,499 8,323,863 8,564,256

負債の部    

預金 ※8  6,771,623 ※8  6,988,703 ※8  7,025,047

譲渡性預金 367,049 241,871 248,772

コールマネー ※8  152,458 142,625 83,575

債券貸借取引受入担保金 ※8  55,196 ※8  24,231 ※8  6,563

特定取引負債 － 1 －

借用金 ※8, ※12  216,961 ※8, ※12  234,723 ※8, ※12  374,932

外国為替 599 741 781

社債 ※13  105,596 ※13  103,895 ※13  100,416

その他負債 68,839 60,539 73,217

未払法人税等 9,012 346 10,080

リース債務 618 1,140 1,248

その他の負債 59,208 59,052 61,888

利息返還損失引当金 1,090 1,049 1,069

睡眠預金払戻損失引当金 2,887 2,537 2,845

その他の偶発損失引当金 167 717 372

再評価に係る繰延税金負債 ※10  32,402 ※10  32,254 ※10  32,270

支払承諾 53,872 51,736 54,740

負債の部合計 7,828,745 7,885,628 8,004,607

─ 82 ─



(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部    

資本金 82,329 82,329 82,329

資本剰余金 60,480 60,480 60,480

資本準備金 60,479 60,479 60,479

その他資本剰余金 1 1 1

利益剰余金 211,790 230,443 369,455

利益準備金 46,520 46,520 46,520

その他利益剰余金 165,269 183,922 322,935

固定資産圧縮積立金 562 531 531

別途積立金 144,220 144,220 144,220

繰越利益剰余金 20,487 39,170 178,183

株主資本合計 354,600 373,253 512,266

その他有価証券評価差額金 6,558 23,553 6,935

繰延ヘッジ損益 △1,316 △5,032 △6,269

土地再評価差額金 ※10  46,910 ※10  46,460 ※10  46,717

評価・換算差額等合計 52,152 64,981 47,382

純資産の部合計 406,753 438,234 559,649

負債及び純資産の部合計 8,235,499 8,323,863 8,564,256

─ 83 ─



























































 

平成20年12月15日

株式会社 福 岡 銀 行 

取 締 役 会   御 中 

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社福岡銀行の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社福岡銀行及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

独立監査人の中間監査報告書

 

新日本有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 
公認会計士   行  正  晴  實  ㊞ 
  

 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   村  田  賢  治  ㊞ 

 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   柴  田  祐  二  ㊞ 

 

 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

 ２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

─ 112 ─



 

平成21年11月25日

株式会社 福 岡 銀 行 

取 締 役 会   御 中 

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社福岡銀行の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社福岡銀行及び連結子会社の平成21年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

独立監査人の中間監査報告書

 

新日本有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 
公認会計士   行  正  晴  實  ㊞ 
  

 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   村  田  賢  治  ㊞ 

 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   柴  田  祐  二  ㊞ 

 

 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

 ２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

─ 113 ─



 

平成20年12月15日

株式会社 福 岡 銀 行 

取 締 役 会   御 中  

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社福岡銀行の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第98期事業年度の中間会計

期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社福岡銀行の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

独立監査人の中間監査報告書

 

新日本有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 
公認会計士   行  正  晴  實  ㊞ 
  

 
 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   村  田  賢  治  ㊞ 

 
 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   柴  田  祐  二  ㊞ 

 

 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

 ２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年11月25日

株式会社 福 岡 銀 行 

取 締 役 会   御 中  

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社福岡銀行の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第99期事業年度の中間会計

期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社福岡銀行の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

独立監査人の中間監査報告書

 

新日本有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 
公認会計士   行  正  晴  實  ㊞ 
  

 
 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   村  田  賢  治  ㊞ 

 
 指定有限責任社員 
 業務執行社員 

 公認会計士   柴  田  祐  二  ㊞ 

 

 

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行が別途保管してお

ります。 

 ２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成21年11月27日 

【会社名】 株式会社福岡銀行 

【英訳名】 THE BANK OF FUKUOKA, LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  谷  正 明 

【最高財務責任者の役職氏名】    ― 

【本店の所在の場所】 福岡市中央区天神二丁目13番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社福岡銀行東京支店 

 （東京都中央区八重洲二丁目８番７号） 

 （注）東京支店は、金融商品取引法の規定による縦覧場所ではあり

ませんが、投資者の便宜のため縦覧に供する場所としており

ます。 

  



当行代表取締役頭取 谷 正明は、当行の第99期の中間会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21

年９月30日)の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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